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令和５年６月９日 

保健福祉課 

 

くらしと健康の調査（コロナ禍における保健福祉に関する調査）の結果について 

 

 

１ 調査目的 

  本調査は、港区における高齢者、障害者、一般区民の新型コロナウイルス感染症の感染拡

大による社会変化後の課題と区民ニーズや実態を把握し、「港区地域保健福祉計画」等の改

定のための基礎資料を作成することを目的に実施しました。 

 

２ 調査方法 

 アンケート調査票を郵送配布し、郵送又はインターネットにより回収 

 

３ 調査期間 

  令和４年７月２８日～８月１９日に実施 

 

４ 回収結果 

調査対象 抽出条件 発送数 

有効回収数 
有効 

回収率 郵送 
ｲﾝﾀｰ 

ﾈｯﾄ 

高齢者 4,000 2,070 182 56.3％ 

介護サービス事業所 272 57 79 50.0％ 

障害者 5,873 2,072 738 47.8％ 

（内訳） 

身体障害者 調査対象者全数 (2,581) (1,059) (263) (51.2％) 

知的障害者 調査対象者全数 (516) (215) (34) (48.3％) 

精神障害者 調査対象者全数 (1,375) (344) (167) (37.2％) 

障害児 調査対象者全数 (453) (108) (91) (43.9％) 

難病患者等 調査対象者全数 (948) (346) (183) (55.8％) 

一般区民 無作為抽出 3,000 446 495 31.4％ 

計 13,145 6,139 46.7％ 

 

 

５ 調査結果概要 

「くらしと健康の調査―コロナ禍における保健福祉に関する調査―報告書」（概要版）の

とおり 

 

 

資料１ 
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６ 主な調査結果及び各分野の今後の方向性 

（１）地域保健福祉計画（一般区民調査） 

ア 子ども・子育て分野 

（ア）担当課：子ども家庭支援センター 

ねらい 

本人だけではなく、家族や友人がＤＶ被害を受けた場合、適切な相談窓口に相談できている

か、区民のＤＶに関する相談窓口の浸透状況を把握します。 

ａ ＤＶの被害状況と相談窓口の認知度 
主な調査結果 今後の方向性 

ＤＶについて、４人に１人が身近に見たり、

聞いたりしたことがあると回答しています。 

・ＤＶを受けた区民やその家族・友人・知人な 

どが、適切な相談窓口に繋がるとともに、Ｄ 

Ｖに関する正しい理解を得るために、港区 

ホームページや Twitter で最新情報を発信

するなど、認知度向上に取り組みます。 

ＤＶを受けた場合の相談先として、友人・

知人等の身近な人が多いことを踏まえ、当事

者だけでなく、周囲の人も含めた認知度の向

上が必要です。 

 

（イ）担当課：児童相談課 

ねらい 

虐待通告における港区児童虐待相談ダイヤルの活用意識や里親制度の認知度、里親となるこ

との意識度を把握、分析することで、実効性の高い啓発や促進策の展開に繋げます。 

ａ 虐待通告の活用意識 
主な調査結果 今後の方向性 

児童虐待の疑いがあった場合の対応とし

て、９割以上が「通告・相談する」と回答し

ています。そのうち約６割は「虐待であると

確信した場合のみ通告・相談する」と回答し

ています。 

・児童虐待相談対応ダイヤル等の周知におい

て、確信がなくても疑いがある場合の通告

が、虐待の早期発見・対応につながることを

具体的に示すなどの工夫をし、区民の児童

虐待防止への意識向上に取り組みます。 

ｂ 里親制度の認知度と意識 
主な調査結果 今後の方向性 

里親制度の認知度については、一定程度あ

るものの、「『養子縁組里親』または『養育家

庭里親』になりたいと思う（なっている）」は

１割以下となっています。 

・調査結果を踏まえ、地域全体が里親制度を理 

解し、より身近なものと捉えることができ

るよう、実効性の高い周知・啓発の取組を強

化します。また、里親になることに不安や心

配を抱える区民が、安心して里親になるこ

とができるような支援体制を構築します。 

里親になることが難しい、自分がなりたい

と思わない理由として、「実子がいるため（子

育て中）」「血の繋がらない子どもを家庭で預

かることに不安がある」「経済的な負担が心

配である」が多くなっています。 
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イ 健康づくり・保健分野 

（ア）担当課：保健予防課 

ねらい 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症全般に関する情報について、どのような情報媒体か

ら収集しているかを把握、分析することで、既存の普及啓発方法の充実に繋げるとともに、今

後の感染症に関する情報発信施策等に反映します。 

ａ 感染症全般に関する情報発信と普及啓発 
主な調査結果 今後の方向性 

エイズ・性感染症の検査機関の認知度につ

いて、２０歳代以下で「匿名・無料で受けられ

ることを知らなかった」が６割以上と多くな

っており、若い世代への普及啓発が必要です。 

・２０歳代の梅毒が急増しており、予防や検査

の重要性を啓発していくことが必要です。

区内中学校、高校、大学と連携した普及啓発

を強化するとともに、Twitter 等、若い世代

がアクセスしやすいＳＮＳ等を活用した情

報発信を推進します。 

 

（イ）担当課：健康推進課 

ａ 健診・がん検診の受診状況と啓発 
主な調査結果 今後の方向性 

現在の健康状態について、年代が高くなる

ほど、コロナ前と比べ、健康度合いが低くな

っています。 

・ナッジ理論を活用するなど、年代や対象者に

応じた効果的な手法により、健診・がん検診

の定期的な受診を啓発します。 

・健診実施医療機関の感染対策について、区ホ

ームページで情報提供を行うとともに、健

診専用時間を検討するなど、区民が安心し

て健診・がん検診を受診できる環境を整備

します。 

コロナ渦における健診・がん検診の受診行

動に関して、感染を懸念した受診控えが一定

程度起こっており、安心して受診できる環境

づくりが求められています。 

 

ウ 生活福祉分野 

（ア）担当課：生活福祉調整課 

ねらい 

ひきこもりの実態とその相談先の認知度について調査し、今後の施策を検討します。また、

コロナ禍における経済面での変化の実態を把握します。 

ａ ひきこもりの実態と相談先の認知度 
主な調査結果 今後の方向性 

ひきこもり状態の家族（本人含む）がいる回

答者は 2.7％（２５人）となっており、前回調

査の 1.1％（８人）よりも増加しています。 ・令和５年度、ひきこもり状態にある人を対象 

に、より詳細な実態調査を実施するととも

に、調査結果に基づき、必要な支援策につい

て検討します。 

ひきこもり状態の人にとっての不安要素

や必要なことは、収入や就労に関する項目が

上位となっていることから経済的な不安が

大きいことがわかります。 

ねらい 

コロナ禍における健診・がん検診の受診行動を調査し、区民の意識に受診控えが認められる

場合、効果的な啓発方法を検討し事業に反映します。 
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ｂ コロナ禍における経済面の変化  
主な調査結果 今後の方向性 

コロナ禍における経済面で変化した割合は

約４割、そのうち８割以上が、世帯収入が「減

った」と回答しています。 

・生活困窮者が、安心して相談し、適切な支

援に繋がるよう、港区生活・就労支援セン

ターにおいて、丁寧な相談により支援する

とともに、Twitter で発信する等、認知度

の向上を図ります。 

 

 エ 地域福祉分野 

（ア）担当課：保健福祉課 

ねらい 

福祉総合窓口への期待やニーズ、福祉・医療等に関する情報収集方法の実態、地域で活動す

る団体の情報収集や活動への参加などに関する意識等を的確に把握することにより、実効性の

高い施策展開に繋げます。 

ａ 地域福祉活動への参加に関する実態と意識 

ｂ 福祉総合窓口への期待やニーズ 
主な調査結果 今後の方向性 

区の相談機関に対し、「ひとつの窓口でい

ろいろな相談ができる」など、ワンストップ

で相談しやすい体制が求められています。 

・相談者が抱える複合化・複雑化した課題に対

し、相談者に寄り添った丁寧な支援をより

充実させるため、多機関・多職種の連携をさ

らに推進します。 

・区民等に向けた情報の発信は、効果的な方法

を活用して積極的な周知・啓発の取組を進

めます。 

・優先度の高い Web 閲覧による医療機関等情

報検索システムを導入して、区民等が簡易

に情報を入手できる仕組みを構築します。 

情報の入手先について、「区からのメール

やＳＮＳ」「広報みなと」はいずれの年代でも

上位５位以内に入っていることから、情報発

信媒体として優先度が高い媒体であること

がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

主な調査結果 今後の方向性 

地域福祉活動の参加状況は、全体で 16.8％

となっています。 
・開催時間や、リモートによる参加など、就業 

している人でも参加しやすくなるような開

催方法を検討します。 

・担い手不足問題の解消のため、国や東京都に

対して、制度や要件の見直しについて要望

していきます。 

・地域福祉活動に興味を持ってもらえるよう、

団体の活動の周知を行うなど、認知度の向

上を図ります。 

「地域福祉活動に参加しやすくなる条件」

のうち、「興味や関心のわく活動があれば」

「時間に余裕があれば」「仕事を持ちながら

でも参加できる活動があれば」や「あまり時

間を取られずに参加できるものがあれば」な

どから活動につなげていく工夫が必要です。 
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（２）高齢者保健福祉計画（高齢者調査・介護サービス事業所調査） 

ア 高齢者分野 

（ア）担当課：高齢者支援課 

ねらい 

高齢者へのスマートフォンの普及状況や活用法を確認するとともに、十分に活用されていな

い場合は、その原因を探ります。また、スマートフォンを活用したＩＣＴの推進に向け高齢者

がどういった事業に関心があるか確認します。 

ａ 高齢者の介護予防の活動状況 

ｂ 高齢者のスマートフォン等の活用実態 
主な調査結果 今後の方向性 

情報通信機器の所有について、約半数の

人が機器の操作に不安があるため所有しな

い傾向にあることから、スマートフォンの

操作方法等の支援が必要です。 

・スマートフォン等の操作の相談窓口を令和

５年度は開設時間を拡充して実施し、相談

内容等を踏まえ、さらなる操作及び活用の

支援を進めます。 

ｃ ＩＣＴを活用した高齢者向け事業の充実 

ｄ いきいきプラザの事業の充実 
主な調査結果 今後の方向性 

いきいきプラザを日常的に利用している

人は、４人に１人の割合となっています。 ・高齢者のコミュニティの場として、より一層

の利用促進を図るため、いきいきプラザの

所在地や機能等のほか、事業等の周知を進

めます。また、利用者の年齢層の差が大きい

ため、幅広い年齢層を対象とした事業等を

推進していきます。 

いきいきプラザを利用しない人は、年齢が

低いほど高い傾向にあることから、いきいき

プラザの利用促進のためには利用の入口と

なる年代への情報発信や啓発、取組への強化

が必要です。 

主な調査結果 今後の方向性 

健康維持のため、サービス事業対象者、要

支援、要介護認定者以外の人の 73.2％が、普

段の生活の中で運動をしています。 

・介護予防の効果的な推進として、自宅でも

施設でも介護予防に取り組めるよう、オン

ラインや施設の各事業を区民にわかりやす

く周知していきます。 

・多様化する生活様式の中で、オンラインに

よる介護予防の取組へのきっかけづくりと

して、わかりやすい情報の取得や参加しや

すい情報などの発信を進めていきます。 

健康維持のための運動をしていない理由

として、新型コロナウイルス感染症の影響や

きっかけがないことを理由に運動をしてい

ない層がいることから、オンラインで行う介

護予防事業等の需要が見込まれます。 

主な調査結果 今後の方向性 

オンラインを活用した介護予防事業の参

加意向は約３割となっています。 

・気軽に介護予防に取り組んでもらうため、

（仮称）健康長寿アプリを導入して、介護予

防への機運醸成の一層の推進を図ります。 

・スマートフォン等を所有意向のある人が抱

える不安に対応できるよう、操作や活用の

方法等の相談窓口を継続し、デジタルデバ

イド解消を目指し、高齢者の生活の質の向

上を目指します。 

スマートフォン等を持っている人をはじ

め、非所有者の一部もスマートフォン等を活

用した事業への参加意向があることから、ス

マートフォン等の普及や活用事業で一定の

需要があると見込まれます。 
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（イ）担当課：介護保険課 

ねらい 

調査で見えてきた課題、東京都などが実施している支援策なども総合的に検討し、区による

事業所支援策等のニーズ、また、既存の支援内容（資格取得助成事業やしごと面接会・相談会、

研修など）の妥当性や適合性を確認します。 

ａ 介護職員等（訪問介護員含む）の確保・育成・定着の状況 
主な調査結果 今後の方向性 

居宅サービス事業所では７割弱、介護保険

施設・居住系施設では６割半ばの事業所で職

員の充足度が低く、特に、若年層の離職率が高

い状況です。 

・「福祉のしごと面接・相談会」や「介護事業

所向け研修」の内容を充実するなど、介護人

材の確保と育成及び定着に効果的な対策を

推進します。 

ｂ 介護ロボットやＩＣＴ機器の導入状況 

ｃ 介護サービスの質の向上に向けた取組 
主な調査結果 今後の方向性 

利用者やその家族から受ける苦情の内容

について、いずれのサービス種別でも「サー

ビスの質に関すること」及び「職員の対応に

関すること」が多くなっており、港区に対し、

「利用者への適正なサービス利用の啓発」や

「サービスの質の向上のための研修」を望ん

でいることがわかります。 

・「介護事業所向け研修」において、サービス

の質の向上やハラスメント対応に関する内

容を充実します。 

・利用者向けの冊子に介護現場におけるハラ

スメント防止に関する内容を掲載するな

ど、利用者に対する適正なサービス利用の

啓発を推進します。 

・介護事業所に対する指導や支援の場を通じ

て、区の「第三者評価受審費用助成」や「介

護相談員派遣等事業」の活用を促すととも

に、日々の苦情相談等で寄せられる内容を

分析、整理し、サービスの質の向上に向けた

効果的な取組を多くの事業所と共有しま

す。 

全体の約４割で、過去１年間に、利用者や

その家族から身体的・精神的暴力やセクシャ

ルハラスメントなどのハラスメントを受け

た職員がいると回答しています。 

全体の３割半ばで、東京都の福祉サービス

第三者評価制度を受審しています。 

 

 

 

主な調査結果 今後の方向性 

全体の４割弱が介護ロボットやＩＣＴ機

器を導入している状況であり、そのうち大半

が介護ソフトなどの介護業務支援に関する

ものとなっています。 ・介護ロボット等の導入費用補助金の対象を

区内全事業所に拡大するとともに、事業所

の不安や疑問を解消するためのきめ細かな

相談体制を充実させ、介護ロボット等の導

入を推進します。 

「当面導入するつもりがない」が「今後導

入したい」を上回っているものの、導入意向

について、いずれのサービス種別でも「介護

業務支援（介護ソフト・システム等）」が最も

多く、次いで「見守り支援・コミュニケーシ

ョン系の介護ロボット」が多くなっていま

す。 
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（３）障害者計画（障害者調査） 

ア 障害者分野 

（ア）担当課：障害者福祉課 

ねらい 

障害者等が望む居住の場や日中活動の場、障害児や医療的ケアが必要な児童や家族の就労支

援のニーズ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による日常生活での困り事など、実態を把

握し分析することで、現行施策における支援内容の妥当性などを確認します。 

ａ 日常生活における介助（介護）者の状況 
主な調査結果 今後の方向性 

障害者の日常生活における介助（介護）は主

に家族や親戚が担っています。 

・居宅介護など障害福祉サービスの利用によ

り、家族等の介助（介護）の負担を軽減でき

るよう、介護職員の確保・育成を強化しま

す。 

・障害者の重度化、高齢化、親なき後を見据え 

在宅での障害特性に応じた必要な支援を提

供できるよう、相談支援体制の強化、障害福

祉サービスなどの充実を図ります。 

一部の障害者においては、高齢の介助（介

護）者しか身近にいない実態があり、その人の

将来の生活における支援の必要性があること

がうかがえます。 

ｂ 新型コロナウイルス感染症の影響による日常生活の困り事 
主な調査結果 今後の方向性 

多くの障害者が新型コロナウイルス感染症

の影響による日常生活の困り事を抱えていま

す。 

・障害者や障害児の新型コロナウイルス感染

症による不安やストレスを軽減するととも

に、利用できるサービスを適切に案内でき

るよう、福祉総合窓口、地域の相談拠点や相

談支援事業所など、医療、保健、福祉の関係

機関が連携した相談しやすい相談支援体制

を強化します。 

特に、知的障害者と障害児は外出する時に

係る困り事、精神障害者は心身の健康に係る

困り事を抱えていることがわかります。 

ｃ 親・保護者の就労状況と必要な就労支援 

主な調査結果 今後の方向性 

障害児の保護者は自身が就労するために、

子どもの居場所（通所）や移動支援を求めてお

り、特に放課後や長期休業中の居場所や放課

後等デイサービスの送迎を求めていることが

わかります。 

・障害児の保護者が安心して就労できるよう

障害児が利用できる通所支援事業所や日中

の居場所、移動支援を充実します。 

・放課後等デイサービス事業所数の拡大やサ

ービスの質の向上を図るため、区の運営費

補助制度の積極的な案内による事業所の誘

致などに取り組みます。 
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ｄ 日中に過ごせる施設や場所の利用状況と希望するサービス 

主な調査結果 今後の方向性 

知的障害者と精神障害者が他の障害者と比

べて困り事を抱えている割合が高くなってい

ます。 

・港区バリアフリー基本構想に基づき、公共施

設や公共交通機関、道路などのバリアフリ

ー化を推進します。 

・障害者や障害児が気持ちを落ち着かせるこ

とができるスペースの設置など、安心して

外出できる環境整備を検討します。 

・専門的な職員が配置され、相談しやすい環境

や障害特性に合わせたプログラムを提供で

きる施設や場所を充実するとともに、利用

できる施設や場所の情報をわかりやすく提

供できる仕組みを構築します。 

知的障害者と精神障害者は困った時にどう

すればいいか心配になる割合が高く、身体障

害者は建物や道路の構造・設備に係る利便性

に困っている割合が高くなっています。 

身体障害者と精神障害者、難病患者等は日

中過ごせる場を利用している人よりも、利用

していない人の方が多く、施設そのものの情

報や利用に係る情報が十分に届いていない可

能性があります。 

希望するサービスについては、知的障害者

と精神障害者は相談できる体制や環境を、身

体障害者は自立能力の向上ができるプログラ

ムを求めていることがうかがえます。 

ｅ 現在の居住の場と将来的に希望する居住の場 

主な調査結果 今後の方向性 

将来的な居住の場として知的障害者と障害

児はグループホーム、身体障害者は高齢者入

所施設を求めており、特に知的障害者は日中

サービス支援型グループホームを求めている

ことがわかります。 

・南青山二丁目用地における知的障害者及び

精神障害者グループホーム並びに芝浦四丁

目用地における知的障害者グループホーム

の整備について、着実に進めます。 

・民間事業者によるグループホームの設置・整

備を支援します。 

・南麻布三丁目保育室終了後の用地を活用し、

日中サービス支援型グループホームの整備

に取り組みます。 

ｆ 医療的ケアが必要な障害者・児の生活状況 

主な調査結果 今後の方向性 

日常的な医療的ケアが必要な人は障害の種

別にかかわらず、今後の生活に不安を抱いて

いることがうかがえます。 

・医療的ケアが必要な人のライフステージに

合わせた相談に応じる体制を強化するとと

もに、医療的ケアに関する情報について、わ

かりやすく伝わるよう発信します。 

・医療的ケアが必要な人が、地域で安心して暮

らし続けられるよう、利用できるサービス

等を充実します。 

日常的な医療的ケアが必要な知的障害者と

障害児は家族への負担が大きいことがうかが

えます。 

 


